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販売電⼒量
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<電灯>
気温影響による
暖房需要の増加

《主な増減要因》

<卸販売>
卸電⼒取引所等への
販売増から増加

<電⼒>
契約電⼒の減等により
減少

    (億kWh,%)
2019/1Q 2018/1Q 増 減 対 比

(A) (B) (A)-(B) (A)/(B)

  小 売 販 売 58.7 62.0 Δ3.3 94.7 
17.9 17.4 0.5 102.9 
40.9 44.7 Δ3.8 91.5 

卸 販 売 13.4 8.5 4.9 158.3 

72.1 70.5 1.6 102.3 
(注)小数第一位未満四捨五入

総販売電⼒量

電 灯
電 ⼒

（参考）北陸３市の月間平均気温 （℃）

4月 5月 6月
実 績 11.8  19.1  21.7  
前 年 差 Δ2.4  ＋0.8 Δ0.6  

(注)北陸３市：富⼭市・⾦沢市・福井市



決算概要

２

<連結売上高>
再エネ特措法交付⾦
の増加など

《主な増減要因》

《連結決算》
4年ぶりの増収減益。

(億円,%)
2019/1Q 2018/1Q 増 減 対 比

(A) (B) (A)-(B) (A)/(B)

売上高(営業収益) 1,482 1,411 71 105.0

経常利益 56 93 Δ 36 60.5

親会社株主に帰属する

四半期純利益 40 65 Δ 25 61.0

売上高(営業収益) 1,377 1,326 50 103.8

経常利益 46 84 Δ 38 55.0

四半期純利益 35 61 Δ 26 57.7

(参考) 連結対象会社数：連結子会社15社、持分法適用関連会社1社 (注)億円未満切捨

個
別

連
結

<連結経常利益>
渇水影響等



連結経常利益の変動要因（前年度対比Δ36億円[93→56]）
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Δ35
程度 水⼒発受電量減

(出水率89.8%)

56

2019/1Q
[実績]



(億kWh,億円) (億kWh,億円)
(参考)2018年度

実績

305 320 Δ 15 304 

売上高(営業収益) 6,200 6,300 Δ 100 6,229 
経常利益 200 66 

親会社株主に帰属する

当期純利益 120 25 

売上高(営業収益) 5,700 5,800 Δ 100 5,755 
経常利益 150 24 

当期純利益 110 24 
(注)億円未満切捨

－

－

2019年度
⾒通し(A)

前回予想
(4/25公表)(B)

増 減
(A)-(B)

総販売電⼒量

連
結

未定

未定

個
別 未定

未定
－
－

2019年度 業績予想

４

〈為替〉
110円/＄程度

〈原油CIF[全日本]〉
68$/ｂ程度

《⾒通し前提諸元》

《主な増減要因》

第１四半期の実績や七尾⼤⽥⽕⼒発電所2号機の復旧時期の
⾒通しを踏まえ想定。
（七尾⼤⽥⽕⼒発電所２号機の停⽌期間：４か月程度）

卸販売電⼒量
の減少
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連結経常利益の変動要因【⾒通し】（前年度対⽐+134億円［66→200］）
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2019年度 配当予想

《中間配当》
七尾⼤⽥⽕⼒発電所2号機の停⽌等を踏まえ、「無配」の予定。

《期末配当》
今後の収支･財務状況等を勘案のうえ、総合的に判断することとし、
引き続き「未定」。

0円/株

0円/株

(参考)2018年度(参考)2018年度(参考)2018年度(参考)2018年度

年間年間年間年間

中間配当

期末配当 未定 未定

2019年度2019年度2019年度2019年度

見通し(A)見通し(A)見通し(A)見通し(A)

前回予想前回予想前回予想前回予想

(4/25公表)(B)(4/25公表)(B)(4/25公表)(B)(4/25公表)(B)

0円/株 未定
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（ 余 白 ）
※次ページに続く



発受電電⼒量
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《主な増減要因》
<水⼒>
渇水による減少

<融通・他社受電>
水⼒受電量の減少

   (億kWh,%)
2019/1Q 2018/1Q 増 減 対 比

(A) (B) (A)-(B) (A)/(B)
[89.8] [103.1] [Δ 13.3]

水⼒ 18.2 22.8 Δ4.6 79.9 
⽕⼒ 44.6 37.2 7.4 119.8 
原子⼒ － － － － 
新エネ 0.0 0.0 0.0 120.6 

自社 62.8 60.0 2.8 104.7 

融通 受電 13.5 14.9 Δ1.3 90.9 
他社 送電 Δ13.4 Δ8.5 Δ4.9 158.3 

合計 62.9 66.4 Δ3.5 94.8 
(注)小数第一位未満四捨五入

[出水率]

<⽕⼒>
石炭⽕⼒やLNG⽕⼒の
稼働増



個別決算の概要
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(億円,%)
2019/1Q 2018/1Q 増 減 対 比

(A) (B) (A)-(B) (A)/(B)
電灯・電⼒料 1,069 1,101 Δ 32 97.0  小売販売電⼒量の減少
(再エネ特措法賦課⾦) (148) (149) (Δ0) (99.4)
地帯間･他社販売電⼒料 116 91 25 127.4  卸販売収入の増加
その他収入 200 141 59 141.8  再エネ特措法交付⾦・託送収益の増加
 [売上高] [1,377] [1,326] [50] [103.8]
収益計 1,386 1,334 51 103.9 
人件費 134 127 6 104.9 
燃料費 246 210 35 116.9  ⽕⼒発電量の増加
修繕費 153 116 36 131.7  ⽕⼒修繕費の増加
減価償却費 119 152 Δ 33 77.9  減価償却⽅法の変更による減少
購入電⼒料 275 247 28 111.5  再エネ買取量の増加
支払利息 20 22 Δ 2 88.6 
公租公課 75 72 3 104.2 
その他費用 314 298 15 105.2 
(再エネ特措法納付⾦) (148) (149) (Δ0) (99.4)
費用計 1,339 1,249 89 107.2 

  経常利益 46 84 Δ 38 55.0 
渇水準備⾦引当⼜は取崩し Δ 3 － Δ 3 － 
法人税等 14 22 Δ 8 61.6 

  四半期純利益 35 61 Δ 26 57.7 
(注)億円未満切捨

主な増減要因

経

常

収

益

経

常

費

用




















